
議案第 52 号 二宮町手数料条例の一部を改正する条例 補足資料 

 

 

デジタル手続法案 

マイナンバーカードへの移行促進（通知カードの廃止）関係 改正概要 （説明） 

 

 

最初に、通知カードとは、マイナンバーの制度が創設された当初に、住民票を

有する方全員にマイナンバーをお知らせするために郵送されたもので、その後

も新たに出生された方等にも発送されていたものです。 

 

このことに関連するものとして、令和元年 5月に、行政手続きを原則、電子申

請に統一し、引越しや相続をはじめとした行政手続きのデジタル化を今後進め

て行くとした、デジタル手続法が可決されました。 

 

そのなかで、配布資料の改正の背景にあるとおり、通知カードは、マイナンバ

ーを通知するためのものではありますが、転居等があった際には、役所で手書き

にて住所を修正する等をして、マイナンバーの証明機能も持たせていました。し

かしながら今後は、デジタル化促進の観点から、通知カードの手続き関係につい

ては廃止することが規定されました。 

 

 これを受けて、一番下の枠のとおり、マイナンバー法の一部が下記のように改

正されました。 

 

① マイナンバーは通知カードではなく通知書により通知されます。 

（通知書はただの通知でマイナンバーの証明には使えなくなります。） 

（証明として使用できるのは、マイナンバーカード、マイナンバー記載の住

民票） 

② 通知カードの記載事項の変更は廃止となります。 

③ 経過措置として、通知カードは、住所等の記載事項に変更がなければ、その

まま証明書類として利用できます。変更が生じた時点で使えなくなります。 

 

施行期日については、本年５月２５日から施行されているところです。 

町といたしましては、マイナンバー法に則り、関連業務を行っているところで

すが、議案の資料１、新旧対照表のとおり、通知カードは再交付ができることに

なっていたことから、町の手数料条例のなかで、その再交付手数料の規定がされ

ておりましたので、このたび通知カードの廃止を受けて、規定の必要がなくなり

ましたので、その規定を削らせていただくものです。 




